
台湾における社会基盤整備と産業政策について
江⼝ 範晃



◆多様な拠点を有する都市圏の形成

◆後藤新平による「グランドビジョン」 ー 多⾓的な社会基盤の構築の⼿法

◆「ハードなインフラ」から「ソフトなインフラ」の整備へ

政治・社会政策・法制度、エネルギー、衛⽣、⾦融、運輸、産業、教育にわたる多⾓的な社会基盤の基礎が
が短期間の中で構築された。

基隆港などの交通拠点を結びつけた都市圏の形成に始まり、淡⽔河流域から東への市街地の拡張によって
多様な拠点の形成が進められた。

台湾における社会基盤整備と産業政策

◆「政府主導」から「⺠間の創意」による産業構造の進化

⾳楽を⾃由⺠主の社会で多元的な表現の象徴と位置付けており、政府によるサポートの下で⾳楽関連産業の
振興施策と⺠間による多様な活動によって国内外の⽂化の融合が進むこととなった。
政府主導による情報通信産業の産業基盤の構築、および⺠間によるファウンドリーなどの経営資源の集中
による新たなビジネスモデルの創出などにより新たな産業構造の創出が進むこととなった。

⼗⼤建設政策によるハードなインフラ整備から、新⼗⼤建設政策によるソフトなインフラ整備へと展開した。



多様な拠点を有する都市圏の形成



桃園空港

基隆港

淡⽔

台北港

地形に起因した機能上の特徴を有する複数の地域の融合により都市圏を形成している

◆多様な拠点を有する都市圏の形成

松⼭空港

台北駅
⼤稲埕
艋舺



台北府城
1884年建設

艋舺
1700年代に発展

⼤稲埕
1800年代に発展

台北駅
1891年開業

総督府
1919年現庁舎建設

松⼭⽂創園区
1937年⼯場建設
2010年リノベーション

華⼭1914⽂化創意産業園区
1914年⼯場建設
2007年リノベーション

台北101
2004年建設

◆多様な拠点を有する都市圏の形成

⼤稲埕歴史⾵貌特定専⽤区
旧市街地における都市再開発と保全

淡⽔・艋舺・⼤稲埕の淡⽔河流域から東へ市街地の拡張が進む

流通の拠点
（淡⽔河の沿岸）

⼯業⽣産の拠点
（鉄道の沿線）

都市化の拡⼤

翻転軸線 東へ移された都市発展の重⼼を⻄へ戻す



1642年〜62年
オランダ⼈による統治
基隆・淡⽔に商館の建設

1662年〜83年
鄭政権による統治

1700年代
艋舺（まんか）の発展
港の整備による台南・⿅港
に続く台湾北部における拠点
艋舺⿓⼭寺の建設

1700年 1800年

都市

政策

1626年〜42年
スペイン⼈による統治
淡⽔紅⽑城教会の建設
基隆の⽯炭・北投の硫⻩の採掘

1800年代
⼤稲埕（だいとうてい）の発展
艋舺から商業活動の中⼼
が移動
茶葉の輸出による隆盛
領事館の設置

1884年
台北府城の建設
官庁・商店・住宅などの
都市機能の集積

1895年
清政府から⽇本政府
へ台湾を割譲
総督府の設置

1900年 第１回市区計画
城内の道路計画と公園計画
→都市構造の⾻格の形成

博愛路・重慶北路・公園路
衝陽路・介寿路などの拡幅

1901年 台湾家屋建築規制
建築許可の義務と制限

1901年 第２回市区計画
城内の下⽔溝改善

1904年 城壁の撤去
1905年 第３回市区計画

城内および周辺地域を組み込んだ
都市計画→台北都市圏の計画

1929年までに⼈⼝15万⼈を収容
できる都市圏を形成する計画

三線道路と放射状道路網の建設
⾞道・緑地歩道による歩⾞道分離
城⾨をビスタの焦点とする

スペイン・オランダから清の統治を経て⽇本による統治へ

淡⽔・艋舺・⼤稲埕の淡⽔河流域から東へ市街地の拡張が進む

台湾総督官邸
台湾総督府

博物館
台湾市役所⻄洋式公共建築の建設

1900年
1898〜1906年
後藤新平 台湾総督府⺠政局⻑・⺠政⻑官

1899年
台湾銀⾏営業開始
1904年
台湾銀⾏券発⾏

1899年
基隆港築港事業着⼿
1904年
⾼雄港築港事業着⼿

1905年
⼟地調査事業終了

1903年
台北電気作業所創設
台北電気株式会社を吸収し官営化

1922年
台北⾼等学校開校
1928年
台北帝国⼤学設⽴

1908年（1899年〜）
台湾縦貫鉄道全通（基隆ー⾼雄間）

1683年〜1895年
清政府による統治
1875年
清政府による台北府の設置
台湾府（台南）との⼆府体制

1885年
台湾省の設置
台湾の省都となる
⾏政機関設置・鉄道建設
城内の主要街路・城外と
の連絡街路の整備など

※都市デザイン 藤原書店 参照◆多様な拠点を有する都市圏の形成



後藤新平による「グランドビジョン」



◆後藤新平による「グランドビジョン」 ー 多⾓的な社会基盤の構築の⼿法

産業

教育
調査研究

政治
社会政策
法・制度

⾦融

エネルギー
衛⽣

地域武装勢⼒問題
保甲制度（伝統的⾃治組織）の整備
武⼒勢⼒の招降策→道路網の建設

台湾事業公債案の実現
三⼤事業（縦貫鉄道・築港・⼟地調査）
付帯事業（給⽔事業・監獄改築・官舎増築）に投資

台湾銀⾏の設⽴
台湾銀⾏法公布（1897年）認可（1899年）
株式公募（借⼊⾦を台湾事業公債募集⾦にて償還）

運輸
台湾縦貫鉄道の建設

台湾縦貫鉄道全通（基隆ー⾼雄間）（1908年）
地租増収・三⼤専売制により公債の元利償却

基隆港築港事業
第1期（1899-1903年）第2期（1906-1913年）
浚渫による有効⽔⾯積増・埋⽴地造成・防波堤建設

⼟地調査による地籍整備
臨時⼟地調査局開設（1898年）
測量・⽣産額算定・地籍・地図台帳作成→地租の増加

三⼤専売制（阿⽚・樟脳・⾷塩）・砂糖政策
阿⽚の段階的な使⽤制限 樟脳の製造所の建設
塩⽥と製塩法の改良 投機化を防ぎ価格の安定化

阿⾥⼭開発による林業の近代化・鉱業の⽣産量の増加
阿⾥⼭森林鉄道の整備・製材所の建設
⾦・砂⾦・⽯炭・硫⻩の⽣産量の増加

⽔⼒発電事業
川の⽔流の活⽤ 発電所を建設
台北電気作業所の創設（1903年）

学制の整備
公学校・⾼等尋常⼩学校
国語学校・師範学校の開設

検疫所の設置
検疫所（基隆・淡⽔）臨時検疫所（南⽅）の設置
台湾医学校の設⽴（1899年）

台湾中央研究所の設置
化学部・衛⽣部の⼆部制にて創始（1909年）
醸造学部・動物学部・農学部・林学部・衛⽣学部増設

※後藤新平⼤全 御厨貴編 参照



「ハードなインフラ」から「ソフトなインフラ」の整備へ



◆「ハードなインフラ」から「ソフトなインフラ」の整備へ

重⼯業化
の推進

幹線となる
交通インフラ
などの整備

新産業の
創造

1971年
国際連合脱退

2002年
世界貿易機関

に加盟

⼗⼤建設政策（1973年）
桃園国際空港
鉄道の電化と複線化
台中港と蘇澳港の拡張
南北⾼速道路
原⼦⼒発電所建設
造船・製鉄・⽯油化学⼯業の推進

新⼗⼤建設政策（2003年）
⼀流⼤学・研究センター 毎年100億元の予算配分による⼤学改⾰・学術資源の整合など
国際芸術・⾳楽センター 国内各地での国際的芸術⽂化センター設⽴ 台北流⾏⾳楽中⼼ 台中国際歌劇院

⾼雄流⾏⾳楽中⼼ 故宮博物館南院 等
モバイル台湾計画 8000kmの基幹ネットワーク建設 無線LAN・携帯による全島シームレスサービス
台湾博覧会（中⽌）
台湾鉄道MRT化 8区間のMRT化（含⽴体化・地下化）及び3つの⽀線建設
第三の⾼速道路 蘇花⾼速道路等を含む合計8区間の⾼速道路及び国道の整備
⾼雄港コンテナターミナル ⾼雄港第⼆コンテナ埠頭の拡充 国際コンテナハブの構築
台北・台中・⾼雄MRT 台北（6線＋1環状線）台中（1線）⾼雄（2線）のMRTの建設
下⽔道整備 合計1000億元の投資を通じ下⽔道普及率の向上
平地ダム及び海⽔淡⽔化施設 4つの平地ダム（桃園・雲林等）と4つの淡⽔化施設（新⽵サイエンスパーク等）の建設

＜参考＞
1978年 蒋経国総統就任（国⺠党）
1988年 李登輝総統就任（国⺠党）
2000年 陳⽔扁総統就任（⺠進党）
2008年 ⾺英九総統就任（国⺠党）
2016年 蔡英⽂総統就任（⺠進党）

2007年 台湾⾼速鉄道開通（板橋ー左営間）
（2016年南港まで延伸）

蒋介⽯政権から蒋経国政権下にかけて進められたインフラ整備計画
農業・軽⼯業から重⼯業主体へ切り替える６か年計画

情報産業化・
⽂化創出環境の整備
都市環境と融合した

交通インフラ

※⼗⼤建設政策
台湾 伊藤潔著 参照

※新⼗⼤建設政策
台湾投資通信vol100 中華⺠国経済部・野村総合研究所 参照

1987年
戒厳令解除



◆「ハードなインフラ」から「ソフトなインフラ」の整備へ
台北流⾏⾳楽中⼼（台北ポップミュージックセンター）

https://www.architecturalrecord.com/articles/15470-taipei-music-center-by-reiserumemoto画像出展：

・⾏政院が2003年に発表した⼤規模インフラ整備計画である「新⼗⼤建設」の⼀環として2020年にオープン。
・敷地⾯積は計8.96ヘクタール。建設費は60億台湾元（約220億円）余りを費やす。
・コンサートやミュージカルを⽬的とした約5000⼈収容の「パフォーマンスホール」

200〜1600⼈規模の4つのライブハウス、⾳楽教室、店舗などにより構成された⼈材育成の場である「産業区」
台湾⾳楽の歴史などを展⽰するミュージアムである「⽂化館」、ライブやイベントに使⽤される「屋外広場」
の4つのエリアで構成され、⾳楽産業チェーンを上流から下流までつなぐクラスターを形成している。

・⾼雄市では「⾼雄流⾏⾳楽中⼼」が同様の施設として建設されている。

パフォーマンスホール

産業区

⽂化館
屋外広場

※建設⽬的・敷地⾯積・建設費 中華⺠国⽂化部2020.08.27参照
https://www.moc.gov.tw/jp/information_131_117755.html

※施設のスペック 台北流⾏⾳楽中⼼HP 参照 https://tmc.taipei



パフォーマンスホール ⽂化館 産業区

・組織の特徴
組織構成には、施設の保守管理や公演サービスに関する部⾨に加え、マーケティングやコンテンツ研究開発
に関する部⾨があり、ブランド構築から⼈材育成および調査・研究に⾄る、様々な⾓度から産業振興に資する
施設となっている。

・政策的背景
2002年に中央政府による「挑戦2008国家発展重要計画」の中で「⽂化創意産業（創造的産業）」を
国家重点発展産業として取り⼊れた。

※政策的背景 都市経営時代のアーバンデザイン ⻄村幸夫編 参照

台湾⾳楽の歴史
に関する展⽰ 屋外広場における

各種イベントの開催

※組織の特徴 台北流⾏⾳楽中⼼HP 参照 https://tmc.taipei



◆「ハードなインフラ」から「ソフトなインフラ」の整備へ

台北表演芸術中⼼（台北パフォーミングアーツセンター）
・舞台芸術の新たな可能性の探求を⽬的にし2022年にオープン。
・直⽅体の形状の建物に球や直⽅体の形をした３つの形状の劇場が貫⼊した特徴的な形状を有する。

地下に免震装置が設置された免震構造を採⽤している。
・球状の800席のグローブプレイハウス、1500席のグランドシアター、800席のブルーボックスで構成される。

グランドシアターとブルーボックスを連結させスーパーシアターとして運⽤できることなど、多彩な運営が可能
であることが特徴である。

・３つの劇場の内部や舞台芸術の製作を⾒ることのできる通路であるパブリックループや、ピロティ状の広場空間
などの施設を外部へ開く要素が組み込まれている。

・⾼雄市では「衛武営国家芸術⽂化中⼼」が同様の施設として建設されている。

グローブ
プレイハウス

グローブ
プレイハウスグランドシアター

ブルー
ボックス

南東側外観 北東側外観



https://www.world-architects.com/ja/oma-office-for-metropolitan-architecture-
rotterdam/project/taipei-performing-arts-center

画像出展：

２階ロビーの２本のエスカレーター
⼿前 グローブプレイハウス⽅⾯
奥 グランドシアター⽅⾯

半屋外のピロティ状の広場空間

グランドシアターとブルーボックスを
連結した使⽤も可能

グランドシアター ブルーボックス



「政府主導」から「⺠間の創意」による産業構造の進化



⾸都圏都市⼈⼝
新北 398.6（万⼈）
台北 268.3（万⼈）

東京 909.2（万⼈）
横浜 365.6（万⼈）
川崎 147.8（万⼈）
さいたま 130.5（万⼈）

⼈⼝ 2386.0（万⼈）（2021年) 12322.4（万⼈）（2021年)

⾯積 36（千㎢） 378（千㎢）

⼈⼝密度 659（⼈/㎢）（2021年) 326（⼈/㎢）（2021年)

⼀⼈当たり
国⺠総所得

29153（ドル) （2020年) 40810（ドル) （2020年)

国⺠総所得 6875（億ドル）（2020年) 52229（億ドル）（2020年)

国内総⽣産
成⻑率

6.3（%）（2021年) 1.6（%）（2021年)

⼀⼈当たり
貿易額 34697（ドル）（2021年) 10266（ドル）（2020年)

台湾 ⽇本
※2023データブックWORLD ⼆宮書店 参照

輸出額 4463.79（億ドル）（2021年) 6413.41（億ドル）（2020年)
輸⼊額 3814.94（億ドル）（2021年) 6344.31（億ドル）（2020年)

輸出型の産業が台湾国内の産業を牽引している

◆「政府主導」から「⺠間の創意」による産業構造の進化



◆ 「政府主導」から「⺠間の創意」による産業構造の進化（⾳楽関連）

◆中華圏⼈⼝の巨⼤マーケット
・⾳楽産業における地理・⽂化的優位性

膨⼤な⼈⼝を有する中華圏において、⽂化開放政策により⽂化の醸成が進み、
⼤規模なマーケットを形成することとなった。

◆多様な⾳楽⽂化を⽣み出す社会的背景
・国内の多様な⺠族⽂化をバックグラウンドとした⽂化の醸成

張恵妹（aMEI）
台湾を代表する⼥性ボーカリスト。
姊妹などが1990年代末にヒットし、
少数⺠族の歌⼿に注⽬が集まる契機となった。
→1910年代の各地の⺠謡の収集から台湾語歌謡曲が⽣まれた

経緯（⾳楽を通じた近代化）との関連があると考えられる。
→世代や社会的背景により安室奈美恵との類似性がある。

・海外出⾝の華⼈ミュージシャンの活躍による新たな⽂化の創出
王⼒宏（Wang LeeHom） 陶喆（David Tao）

⽶国での⽣活や留学経験を⽣かす。

・海外のミュージシャンとの交流によるマーケットの拡⼤
五⽉天（MAYDAY）

台湾を代表するロックバンド。
⽇本のミュージシャンとのコラボレーションによる曲をリリース。 五⽉天を起⽤したHITACHIの広告

総統府における多⺠族国家に関する展⽰



◆ 「政府主導」から「⺠間の創意」による産業構造の進化（⾳楽関連）

◆産業振興政策による環境整備

・⾦曲奨（Golden Melody Awards）
中華⺠国⽂化部影視及流⾏⾳楽産業局が主催する⾳楽賞。
1990年から始まり台湾のグラミー賞と呼ばれる。
1987年の戒厳令の解除により、⾳楽⽂化は「規制」から「奨励」への転換が進むこととなった。

主要部⾨の賞が⾔語別（華語・台湾語・客家語・原住⺠語）ごとに設けられているため
メジャーな作品以外の作品や、台湾以外の作品やアーティストもノミネートされる。
個⼈賞と出版賞に分かれており、出版賞は⾳楽制作者への奨励の意味を持つ。



⼯業技術研究院（ITRI）設⽴（1973年）
・⼯業研究所・鉱業研究所・⾦属⼯業研究所を合併。
・⽶国からの技術導⼊によりIC（集積回路）産業への参⼊

を可能にした。
→技術移転によるUMC（半導体企業）設⽴。（1980年）

（後にUMCはファウンドリー企業に事業転換した。）

台湾積体電路製造（TSMC）設⽴（1986年）
・⼯業技術研究院の技術移転により発⾜したファウンド

リー企業。
（設⽴当時はIDM（垂直統合型）企業が主流であった）

・政府とフィリップスと台湾企業の出資により発⾜。
→海外のファブレス企業が設計⼦会社を台湾に設ける

ことにより産業集積に繋がることとなった。

※台湾の企業戦略 朝元照雄著 参照

サイエンスパーク（科学園区）設⽴
・グローバルに活躍する台湾企業および世界各国の先進

科学企業による業務・⽣産施設の集積を整備した。
・輸⼊材料に関税がかからない等の優遇措置を実施して

いる。
新⽵科学園区（1980年設⽴）
南部科学園区（1995年設⽴）
中部科学園区（2003年設⽴）

加⼯輸出区設⽴（1965年）
税制の優遇
⾏政⼿続きの簡素化
為替管理の緩和
国外送⾦の保証

◆ 「政府主導」から「⺠間の創意」による産業構造の進化（電機・電⼦部品関連）

◆情報産業技術の⺠間への開放と産業集積拠点の整備
・研究機関の整備

・情報産業技術の⺠間への開放 ・産業集積拠点の整備



宏碁（acer）の企業戦略 ＜ファブレス形態＞
・川上（設計）と川下（ソリューション）に付加価値が

あると提唱した。（スタン・シーのスマイルカーブ）
・製造部⾨を切り離しファブレス企業へ転換した。

（ネットバブル崩壊によるアセットライト戦略）
→限られた資⾦を特定の事業に集中する企業が増加

した。

鴻海精密⼯業の企業戦略 ＜新たな受託製造形態＞
・EMS（受託製造）企業とブランド企業の関係の変化
・部品製造の受託→組⽴・製造→物流・アフターサービス

へと業務領域を拡⼤した。
・iPhoneの製造受託により更なる成⻑につながった。
・テレビ・スマートフォン・パソコン・ゲーム機などの

多品⽬の⽣産を受託している。
・アジアから北⽶・南⽶・欧州にわたるグローバルな

⽣産体制の構築を進めてきた。

※アジアのビジネスモデル 村⼭宏著
参照

◆ 「政府主導」から「⺠間の創意」による産業構造の進化（電機・電⼦部品関連）

◆世界標準の⽔平分業体制の構築
・⽶国企業が基本ソフトなどIT技術の根幹を担う
・台湾企業が材料などのハードウェアの研究開発を担う
・アジア各国の各専⾨企業が得意な部品を⼤量⽣産
・ODM企業が中国で組み⽴てを⾏う

「垂直統合型」の
ビジネスモデル

「⽔平分業型」の
ビジネスモデル

経営資源の選択と集中

広達電脳（Quanta）の企業戦略 ＜ODM形態＞
・⾃ら製品を設計しそのうえで顧客企業向けに⽣産を

代⾏するビジネス。
・⾃前の研究開発部⾨やマーケティングチームを持つ

点がOEM企業と異なる。
・ソフトウェアやインターネットを業務の中核として

きた⽶国のIT企業（マイクロソフト・グーグル・アマ
ゾンなど）のハード機器への参⼊において開発や⽣産
を担った。

acerなどのブランド企業の広告は多く⾒られるが
鴻海やTSMCなどの受託製造を中⼼とした企業の広告は少ない

⽇本の経済発展時におけるビジネスモデル


